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1. 2023年3月期第1四半期の連結業績（2022年4月1日～2022年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年3月期第1四半期 5,575 △2.8 549 △11.7 534 △15.0 351 △18.8

2022年3月期第1四半期 5,736 12.4 622 21.4 628 22.5 432 23.6

（注）包括利益 2023年3月期第1四半期　　352百万円 （△22.5％） 2022年3月期第1四半期　　454百万円 （25.0％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2023年3月期第1四半期 18.98 ―

2022年3月期第1四半期 23.38 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2023年3月期第1四半期 20,110 6,470 32.1

2022年3月期 21,384 6,174 28.8

（参考）自己資本 2023年3月期第1四半期 6,462百万円 2022年3月期 6,165百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年3月期 ― 3.00 ― 3.00 6.00

2023年3月期 ―

2023年3月期（予想） 3.00 ― 3.00 6.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2023年 3月期の連結業績予想（2022年 4月 1日～2023年 3月31日）

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 10,840 △2.8 1,035 △6.9 1,014 △12.2 696 △10.3 37.61

通期 20,450 △0.1 650 57.3 608 37.4 400 △10.1 21.62

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年3月期1Q 18,504,000 株 2022年3月期 18,504,000 株

② 期末自己株式数 2023年3月期1Q 68 株 2022年3月期 68 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年3月期1Q 18,503,932 株 2022年3月期1Q 18,503,932 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

① 当第１四半期の概況

当社の行う資格取得支援事業は、受講申込者に全額受講料をお支払いいただき（現金ベースの売上）、当社はこ

れを一旦、前受金として貸借対照表・負債の部に計上しておきます。その後、教育サービス提供期間に対応して、

前受金が月ごとに売上に振り替えられます（発生ベースの売上）。損益計算書に計上される売上高は発生ベースの

売上高ですが、当社は経営管理上、現金ベースの売上高の増加を重視しております。

当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績は、現金ベース売上高が47億３千９百万円（前年同期比３億９

百万円減、同6.1％減）、前受金調整後の発生ベース売上高は、55億７千５百万円（同１億６千万円減、同2.8％

減）となりました。

売上原価は、31億４千４百万円（同１億１千６百万円減、同3.6％減）、販売費及び一般管理費は18億８千１百

万円（同２千８百万円増、同1.5％増）となりました。これらの結果、営業利益は５億４千９百万円（同７千２百

万円減、同11.7％減）となりました。

営業外収益に、受取利息２百万円等、合計５百万円、営業外費用に、支払利息８百万円、支払手数料２百万円

等、合計２千万円を計上した結果、経常利益は５億３千４百万円（同９千４百万円減、同15.0％減）となりまし

た。

特別損益は、特別損失として固定資産除売却損２百万円を計上しました。これらの結果、四半期純利益は３億５

千１百万円（同８千１百万円減、同18.8％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は３億５千１百万円（同８千

１百万円減、同18.8％減）となりました。

当社グループの前四半期毎及び当四半期毎の業績推移は次のとおりであります。なお、前受金調整前売上高はお

申し込み頂いた金額を集計した売上高を、前受金調整後売上高はお申込み頂いた金額を教育サービス提供期間に対

応して配分した後の売上高を、それぞれ表しております。

当社が扱う公認会計士や税理士などの主な資格講座の本試験が春から秋（第１～第３四半期）に実施されること

や、公務員講座など大学生が主な顧客となる講座のお申し込みは春から夏（第１～第２四半期）に集中する等の特

徴があります。そのため、第４四半期はお申し込み（前受金調整前売上高）がその他の四半期に比べて少なくなり

やすい傾向があります。一方、賃借料や講師料、広告宣伝費などの営業費用は毎月一定額が計上されるため四半期

ごとの偏りはありません。

前第１四半期

(2021年４月～６月)

前第２四半期

(2021年７月～９月)

前第３四半期

(2021年10月～12月)

前第４四半期

(2022年１月～３月)

合計

(2022年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

前受金調整前売上高 5,049 121.9 5,947 103.3 4,536 92.8 4,612 91.8 20,146 101.7

前受金調整額 687 71.4 △528 － △92 － 259 867.0 325 －

前受金調整後売上高 5,736 28.0 112.4 5,419 26.5 107.5 4,443 22.5 97.7 4,872 23.8 96.4 20,471 100.0 103.7

売上総利益 2,475 43.2 109.3 2,282 42.1 103.6 1,348 30.3 90.8 1,707 35.1 96.4 7,814 38.2 101.2

営業利益 622 10.9 121.4 488 9.0 123.7 △445 △10.0 － △252 △5.2 － 413 2.0 102.2

経常利益 628 11.0 122.5 525 9.7 95.8 △445 △10.0 － △266 △5.5 － 442 2.2 68.5

親会社株主に帰属する

当期(四半期)純利益
432 7.5 123.6 342 6.3 89.4 △319 △7.2 － △11 △0.2 － 444 2.2 109.7

１株当たり当期

(四半期)純利益

円

23.38

円

18.53

円

△17.26

円

△0.60

円

24.05

(注) １．売上高欄の構成比は、年間売上高比率であります。

２．売上高以外の欄の構成比は、それぞれ売上高利益率であります。
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当第１四半期

(2022年４月～６月)

構成比 前年比

百万円 ％ ％

前受金調整前売上高 4,739 93.9

前受金調整額 836 121.7

前受金調整後売上高 5,575 ― 97.2

売上総利益 2,431 43.6 98.2

営業利益 549 9.9 88.3

経常利益 534 9.6 85.0

親会社株主に帰属する

当期(四半期)純利益
351 6.3 81.2

１株当たり当期

(四半期)純利益

円

18.98

(注) １．売上高欄の構成比は、年間売上高比率であります。

２．売上高以外の欄の構成比は、それぞれ売上高利益率であります。

② 各セグメントの業績推移

当第１四半期における当社グループの各セグメントの業績（現金ベース売上高）及び概況は、次のとおりであり

ます。なお、当社ではセグメント情報に関して「セグメント情報等の開示に関する会計基準」等の適用によりマネ

ジメント・アプローチを採用し、下記の数表における売上高を、当社グループの経営意思決定に即した“現金ベー

ス”（前受金調整前）売上高で表示しております。現金ベース売上高は、四半期連結損益計算書の売上高とは異な

りますので、ご注意ください。詳細につきましては、P.12「セグメント情報等」をご覧ください。

各セグメントの
現金ベース売上高

前第１四半期 当第１四半期

構成比 前年同期比 構成比 前年同期比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

個人教育事業 2,623 52.0 113.9 2,332 49.2 88.9

法人研修事業 1,147 22.7 128.3 1,196 25.3 104.3

出版事業 1,141 22.6 137.6 1,074 22.7 94.1

人材事業 144 2.9 118.3 144 3.0 99.6

全社又は消去 △7 △0.2 ― △7 △0.2 ―

合計 5,049 100.0 121.9 4,739 100.0 93.9

(注) 全社又は消去欄にはセグメント間取引を含めて記載しております。

個人教育事業

当第１四半期は、前期や前々期と比較すると落ち着いた社会状況でありましたが、先行き不透明な中において、

特に学生を主な受講生とする講座の申し込み状況が低調に推移したことで、全体としての現金ベース売上高は減少

しました。講座別では、高いＤＸ需要を受けて情報処理講座が好調に推移したほか、主力講座の一つである税理士

講座が前年度より引き続き好調に推移しました。その他、中小企業診断士講座、弁理士講座、司法書士講座等で前

年を上回りました。一方、学生が主な受講生である公認会計士講座や公務員講座は奮わなかったほか、簿記検定講

座や宅地建物取引士講座、行政書士講座などで前年を下回りました。コスト面では、講師料、教材制作のための外

注費、賃借料等とあわせた営業費用の合計は28億７千１百万円（前年同期比2.3％減）となりました。これらの結

果、個人教育事業の現金ベース売上高は23億３千２百万円（同11.1％減）、現金ベースの営業利益は５億３千９百

万円の営業損失（前年同期は３億１千５百万円の営業損失）となりました。
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前第１四半期

(2021年４月～６月)

前第２四半期

(2021年７月～９月)

前第３四半期

(2021年10月～12月)

前第４四半期

(2022年１月～３月)

合計

(2022年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 2,623 24.3 113.9 3,487 32.3 94.9 2,339 21.7 88.2 2,347 21.7 88.8 10,798 100.0 95.8

営業費用 2,938 112.0 101.3 2,936 84.2 96.6 2,819 120.5 95.2 3,001 127.8 102.2 11,695 108.3 98.8

営業利益(現金ベース) △315 △12.0 － 551 15.8 86.9 △479 △20.5 － △653 △27.8 － △897 △8.3 －

前受金調整額 695 21.0 75.5 △497 △16.6 － △85 △3.8 － 219 8.5 － 332 3.0 －

売上高(発生ベース) 3,318 29.8 102.9 2,989 26.9 99.2 2,254 20.3 97.2 2,567 23.1 97.0 11,130 100.0 99.3

営業利益(発生ベース) 379 11.4 117.0 53 1.8 － △564 △25.0 － △434 △16.9 － △565 △5.1 －

(注) １． 売上高欄（現金ベース又は発生ベース）の構成比は、年間売上高比率であります。

２． 営業費用及び営業利益の各欄における構成比は、各売上高比率であります。

３． 営業費用及び営業利益の各欄の数値は、配賦不能営業費用を含めず算出しております。

当第１四半期

(2022年４月～６月)

構成比 前年比

百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 2,332 ― 88.9

営業費用 2,871 123.1 97.7

営業利益(現金ベース) △539 △23.1 －

前受金調整額 826 26.2 118.9

売上高(発生ベース) 3,158 ― 95.2

営業利益(発生ベース) 287 9.1 75.6

(注) １． 売上高欄（現金ベース又は発生ベース）の構成比は、年間売上高比率であります。

２． 営業費用及び営業利益の各欄における構成比は、各売上高比率であります。

３． 営業費用及び営業利益の各欄の数値は、配賦不能営業費用を含めず算出しております。

法人研修事業

企業向けの研修は、ＷＥＢ会議システムを利用した研修が定着してきており、企業のＤＸ推進と相俟って当社へ

の研修需要は高い状況が続いております。分野別では、情報・国際分野の需要が大きいほか、金融・不動産分野な

ども全体的に好調に推移しました。大学内セミナーは、学生が大学に戻ってきたことに加え新規受注もあり前年を

上回りました。地方の個人を主な顧客とする提携校事業は前年同期比16.2％減、地方専門学校に対するコンテンツ

提供は同34.8％減、自治体からの委託訓練は同11.7％増となりました。コスト面では、講師料、営業にかかる人件

費等の営業費用は８億７千９百万円（同1.7％増）となりました。これらの結果、法人研修事業の現金ベース売上

高は11億９千６百万円（同4.3％増）、現金ベースの営業利益は３億１千６百万円（同12.3％増）となりました。

前第１四半期

(2021年４月～６月)

前第２四半期

(2021年７月～９月)

前第３四半期

(2021年10月～12月)

前第４四半期

(2022年１月～３月)

合計

(2022年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 1,147 26.2 128.3 1,158 26.5 103.9 1,085 24.8 97.3 980 22.4 99.2 4,372 100.0 106.3

営業費用 865 75.4 120.2 827 71.4 105.5 852 78.5 104.0 782 79.8 100.7 3,328 76.1 107.3

営業利益(現金ベース) 282 24.6 161.4 330 28.6 100.3 233 21.5 78.7 197 20.2 93.8 1,043 23.9 103.2

前受金調整額 △8 △0.7 － △30 △2.7 － △7 △0.7 － 39 3.9 136.2 △6 △0.2 －

売上高(発生ベース) 1,139 26.1 121.7 1,127 25.8 106.7 1,078 24.7 97.5 1,020 23.4 100.3 4,366 100.0 106.1

営業利益(発生ベース) 273 24.0 126.8 300 26.6 110.3 225 20.9 78.7 237 23.3 98.9 1,037 23.8 102.2

(注) １． 売上高欄（現金ベース又は発生ベース）の構成比は、年間売上高比率であります。

２． 営業費用及び営業利益の各欄における構成比は、各売上高比率であります。

３． 営業費用及び営業利益の各欄の数値は、配賦不能営業費用を含めず算出しております。
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当第１四半期

(2022年４月～６月)

構成比 前年比

百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 1,196 ― 104.3

営業費用 879 73.5 101.7

営業利益(現金ベース) 316 26.5 112.3

前受金調整額 9 0.8 －

売上高(発生ベース) 1,205 ― 105.8

営業利益(発生ベース) 326 27.0 119.0

(注) １． 売上高欄（現金ベース又は発生ベース）の構成比は、年間売上高比率であります。

２． 営業費用及び営業利益の各欄における構成比は、各売上高比率であります。

３． 営業費用及び営業利益の各欄の数値は、配賦不能営業費用を含めず算出しております。

出版事業

当社グループの出版事業は、当社が展開する「ＴＡＣ出版」及び子会社の(株)早稲田経営出版が展開する「Ｗセ

ミナー」（以下、「Ｗ出版」）の２つのブランドで進めております。出版事業は、落ち着いた社会状況のもといわ

ゆる巣ごもり需要が減少したこと等により、前年を下回りました。資格試験対策書籍では、ＴＡＣ出版の情報処

理、賃貸不動産経営管理士、中小企業診断士等で前年を上回りましたが、簿記検定、ＦＰ、宅地建物取引士、電験

等で前年を下回りました。コスト面は、営業費用全体として８億３千６百万円(前年同期比7.0％減)となりまし

た。これらの結果、出版事業の売上高は10億７千４百万円（同5.9％減）、営業利益は２億３千８百万円（同1.8％

減）となりました。

前第１四半期

(2021年４月～６月)

前第２四半期

(2021年７月～９月)

前第３四半期

(2021年10月～12月)

前第４四半期

(2022年１月～３月)

合計

(2022年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 1,141 25.3 137.6 1,165 25.8 140.3 989 21.9 97.8 1,218 27.0 91.7 4,514 100.0 112.8

営業費用 898 78.8 154.0 753 64.7 172.0 817 82.6 109.6 927 76.2 84.9 3,397 75.3 118.8

営業利益(現金ベース) 242 21.2 98.6 411 35.3 105.0 172 17.4 64.7 290 23.8 123.3 1,116 24.7 98.0

前受金調整額 － － － － － － － － － － － － － － －

売上高(発生ベース) 1,141 25.3 137.6 1,165 25.8 140.3 989 21.9 97.8 1,218 27.0 91.7 4,514 100.0 112.8

営業利益(発生ベース) 242 21.2 98.6 411 35.3 105.0 172 17.4 64.7 290 23.8 123.3 1,116 24.7 98.0

(注) １． 売上高欄（現金ベース又は発生ベース）の構成比は、年間売上高比率であります。

２． 営業費用及び営業利益の各欄における構成比は、各売上高比率であります。

３． 営業費用及び営業利益の各欄の数値は、配賦不能営業費用を含めず算出しております。

当第１四半期

(2022年４月～６月)

構成比 前年比

百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 1,074 － 94.1

営業費用 836 77.8 93.0

営業利益(現金ベース) 238 22.2 98.2

前受金調整額 － － －

売上高(発生ベース) 1,074 － 94.1

営業利益(発生ベース) 238 22.2 98.2

(注) １． 売上高欄（現金ベース又は発生ベース）の構成比は、年間売上高比率であります。

２． 営業費用及び営業利益の各欄における構成比は、各売上高比率であります。

３． 営業費用及び営業利益の各欄の数値は、配賦不能営業費用を含めず算出しております。
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人材事業

子会社の（株）ＴＡＣプロフェッションバンクが手掛ける会計系人材事業は、税理士法人や監査法人、一般企業

などにおける会計系人材の需要の大きい状況が続いており、広告売上及び人材紹介売上は順調に推移し前年並みの

売上となりました。一方、人材派遣売上は低調に推移し前年の売上を下回りました。（株）医療事務スタッフ関西

が手掛ける医療系人材事業は、２年に１度行われる診療報酬改定による業務量増加もあり前年の売上を上回りまし

た。これらの結果、人材事業の売上高は１億４千４百万円（前年同期比0.4％減）、営業利益は３千２百万円（同

17.2％減）となりました。

前第１四半期

(2021年４月～６月)

前第２四半期

(2021年７月～９月)

前第３四半期

(2021年10月～12月)

前第４四半期

(2022年１月～３月)

合計

(2022年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 144 28.3 118.3 157 30.7 101.0 132 25.8 106.2 78 15.2 101.5 512 100.0 106.8

営業費用 105 73.0 101.3 122 78.0 107.3 115 87.0 93.6 103 132.4 100.7 447 87.2 100.6

営業利益(現金ベース) 39 27.0 217.2 34 22.0 83.6 17 13.0 1,043.4 △25 △32.4 － 65 12.8 185.4

前受金調整額 － － － － － － － － － － － － － － －

売上高(発生ベース) 144 28.3 118.3 157 30.7 101.0 132 25.8 106.2 78 15.2 101.5 512 100.0 106.8

営業利益(発生ベース) 39 27.0 217.2 34 22.0 83.6 17 13.0 1,043.4 △25 △32.4 － 65 12.8 185.4

(注) １． 売上高欄（現金ベース又は発生ベース）の構成比は、年間売上高比率であります。

２． 営業費用及び営業利益の各欄における構成比は、各売上高比率であります。

３． 営業費用及び営業利益の各欄の数値は、配賦不能営業費用を含めず算出しております。

当第１四半期

(2022年４月～６月)

構成比 前年比

百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 144 － 99.6

営業費用 112 77.6 105.9

営業利益(現金ベース) 32 22.4 82.8

前受金調整額 － － －

売上高(発生ベース) 144 － 99.6

営業利益(発生ベース) 32 22.4 82.8

(注) １． 売上高欄（現金ベース又は発生ベース）の構成比は、年間売上高比率であります。

２． 営業費用及び営業利益の各欄における構成比は、各売上高比率であります。

３． 営業費用及び営業利益の各欄の数値は、配賦不能営業費用を含めず算出しております。

③ 受講者数の推移

当第１四半期連結累計期間における受講者数は71,589名（前第１四半期連結累計期間比5.8％減）、そのうち個

人受講者は42,162名（同6.3％減、同2,825名減）、法人受講者は29,427名（同5.2％減、同1,622名減）となりまし

た。個人・法人を合わせた講座別では、情報処理講座が同36.9％増、公務員（国家総合職・外務専門職）講座が同

25.5％増、マンション管理士講座が同18.0％増等となった一方、簿記検定講座が同16.3％減、宅地建物取引士講座

が同15.1％減、ＦＰ講座が同15.7％減等となりました。法人受講者は、通信型研修はコロナ禍における在宅ワーク

が落ち着いたことで前年から減少、大学内セミナーは同4.7％増、提携校が同3.7％減、委託訓練は同13.9％増とな

りました。
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個人受講者数 法人受講者数 合計
前連結会計年度

比増減
年間伸び率

人 人 人 人 ％

2013年３月期 140,725 61,205 201,930 △3,252 98.4

2014年３月期 140,016 62,627 202,643 ＋713 100.4

2015年３月期 130,147 64,507 194,654 △7,989 96.1

2016年３月期 135,995 69,471 205,466 ＋10,812 105.6

2017年３月期 138,230 73,584 211,814 ＋6,348 103.1

2018年３月期 136,324 83,254 219,578 ＋7,764 103.7

2019年３月期 131,119 84,450 215,569 △4,009 98.2

2020年３月期 126,000 81,118 207,118 △8,451 96.1

2021年３月期 120,068 88,519 208,587 ＋1,469 100.7

2022年３月期 118,238 86,973 205,211 △3,376 98.4

10年間累計

(個人法人比率)

1,316,862

(63.5％)

755,708

(36.5％)

2,072,570

(100.0％)
― ―

当第１四半期

(2022年４月～６月)

[前年同期比]

42,162

[93.7％]

29,427

[94.8％]

71,589

[94.2％]
△4,447 94.2％

前第１四半期

(2021年４月～６月)

[前年同期比]

44,987

[123.7％]

31,049

[106.9％]

76,036

[116.2％]
＋10,608 116.2％

（補足情報：最近における四半期毎の事業分野別の売上高）

当社グループの各事業分野の業績及び概況は、次のとおりであります。なお、当社は「収益認識に関する会計基

準」等の適用に際し、出版事業における返品の可能性のある取引については予想される返品相当額を売上高から直接

控除しております。当該返品相当額は過去の売上高に対する返品実績等に基づいた全体的な見積計算を行っており分

野ごとの控除額は把握しておりません。そのため、下表における四半期毎の各分野の売上高を合計した額（下表の

「合計」欄に記載の数値）は四半期連結損益計算書における売上高とは一致しませんのでご注意ください。

事業分野

前第１四半期

(2021年４月～６月)

前第２四半期

(2021年７月～９月)

前第３四半期

(2021年10月～12月)

前第４四半期

(2022年１月～３月)

合計

(2022年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

財務・会計分野 1,088 19.2 121.9 1,091 20.6 110.8 1,014 22.6 102.9 1,109 22.4 98.0 4,304 21.1 107.7

経営・税務分野 931 16.4 100.1 763 14.4 99.9 606 13.5 104.9 813 16.4 101.8 3,115 15.3 101.4

金融・不動産分野 1,347 23.8 119.6 1,423 26.9 109.8 1,018 22.6 99.3 1,019 20.6 101.4 4,809 23.6 108.0

法律分野 321 5.7 90.6 327 6.2 105.0 297 6.6 91.6 340 6.9 95.9 1,287 6.3 95.6

公務員・労務分野 1,288 22.7 100.3 983 18.6 92.7 915 20.3 91.4 1,027 20.8 89.3 4,214 20.7 93.7

情報・国際分野 371 6.6 119.1 407 7.7 109.8 391 8.7 107.6 404 8.2 106.5 1,574 7.7 110.4

医療・福祉分野 80 1.4 100.7 68 1.3 111.5 61 1.4 119.9 66 1.3 109.5 277 1.4 109.3

その他 235 4.2 190.2 224 4.3 120.3 193 4.3 89.2 163 3.3 93.7 817 4.0 116.4

合計 5,664 100.0 110.9 5,291 100.0 105.0 4,500 100.0 98.9 4,943 100.0 97.8 20,399 100.0 103.3

(注) １． 各四半期の構成比は各分野の売上高比率であります。

２． 期末の構成比は各分野の年間売上高比率であります。

３． 医療・福祉分野には、医療福祉関連書籍及び医療系人材事業に係る売上を集計しております。
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事業分野

当第１四半期

(2022年４月～６月)

構成比 前年比

百万円 ％ ％

財務・会計分野 987 17.9 90.7

経営・税務分野 948 17.2 101.8

金融・不動産分野 1,329 24.2 98.7

法律分野 309 5.6 96.4

公務員・労務分野 1,213 22.1 94.2

情報・国際分野 395 7.2 106.5

医療・福祉分野 83 1.5 104.3

その他 237 4.3 100.6

合計 5,504 100.0 97.2

(注) １． 各四半期の構成比は各分野の売上高比率であります。

２． 医療・福祉分野には、医療福祉関連書籍及び医療系人材事業に係る売上を集計しております。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期末の財政状態は、総資産が201億１千万円（前年同四半期末比２億７千１百万円増）、純資産が64

億７千万円（同２億５千６百万円増）となりました。連結上、増加した主なものは、現金及び預金が同６億９千３

百万円増、有形固定資産が同３億９千６百万円増、長短借入金(１年以内に返済予定の長期借入金を含む)が同６億

６千７百万円増等であります。減少した主なものは、投資有価証券が同４億２千７百万円減、差入保証金が同４億

３千１百万円減、支払手形及び買掛金が同８千６百万円減、前受金が同５億３百万円減等であります。

前第１四半期

(2021年６月末)

前第２四半期

(2021年９月末)

前第３四半期

(2021年12月末)

前第４四半期

(2022年３月末)
構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

総資産 19,839 100.0 101.6 22,228 100.0 106.0 21,441 100.0 103.3 21,384 100.0 104.7

有利子負債 4,202 21.2 81.4 5,336 24.0 99.7 5,321 24.8 104.6 5,095 23.8 114.6

前受金 5,666 28.6 107.8 6,213 28.0 102.7 6,266 29.2 98.3 5,943 27.8 94.4

自己資本 6,206 31.3 107.4 6,550 29.5 106.2 6,183 28.8 105.3 6,165 28.8 106.2

１株当たり
純資産

円

335.42
円

354.02
円

334.15
円

333.22

当第１四半期

(2022年６月末)
構成比 前年比

百万円 ％ ％

総資産 20,110 100.0 101.4

有利子負債 4,869 24.2 115.9

前受金 5,162 25.7 91.1

自己資本 6,462 32.1 104.1

１株当たり
純資産

円

349.24
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,716,572 5,270,935

受取手形及び売掛金 3,581,997 3,609,443

有価証券 200,000 200,000

商品及び製品 444,792 416,858

仕掛品 6,869 4,985

原材料及び貯蔵品 344,872 376,139

未収入金 781,212 370,522

前払費用 354,030 282,853

その他 257,101 230,943

貸倒引当金 △8,064 △6,851

流動資産合計 11,679,384 10,755,830

固定資産

有形固定資産

土地 2,744,159 2,744,159

その他（純額） 2,369,778 2,381,173

有形固定資産合計 5,113,937 5,125,332

無形固定資産 202,075 202,347

投資その他の資産

投資有価証券 582,515 563,544

関係会社出資金 6,385 6,385

繰延税金資産 372,776 285,212

長期預金 － 100,000

差入保証金 2,654,130 2,294,932

保険積立金 633,503 637,613

その他 165,522 165,347

貸倒引当金 △25,779 △25,779

投資その他の資産合計 4,389,053 4,027,256

固定資産合計 9,705,066 9,354,936

資産合計 21,384,451 20,110,767
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 515,084 477,164

短期借入金 1,300,000 1,300,000

1年内返済予定の長期借入金 794,792 753,954

未払金 734,545 503,725

未払費用 479,790 500,500

未払法人税等 256,286 110,999

返品廃棄損失引当金 302,217 275,833

賞与引当金 197,151 70,155

前受金 5,943,700 5,162,138

資産除去債務 99,090 61,023

その他 839,657 838,497

流動負債合計 11,462,315 10,053,992

固定負債

長期借入金 3,001,071 2,815,965

役員退職慰労未払金 25,077 25,077

資産除去債務 677,560 700,614

修繕引当金 37,300 37,300

その他 6,453 7,432

固定負債合計 3,747,463 3,586,389

負債合計 15,209,779 13,640,381

純資産の部

株主資本

資本金 940,200 940,200

資本剰余金 790,547 790,547

利益剰余金 4,411,415 4,707,162

自己株式 △25 △25

株主資本合計 6,142,138 6,437,885

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △15,822 △24,974

為替換算調整勘定 39,645 49,352

その他の包括利益累計額合計 23,823 24,377

非支配株主持分 8,710 8,122

純資産合計 6,174,672 6,470,385

負債純資産合計 21,384,451 20,110,767
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

売上高 5,736,298 5,575,768

売上原価 3,261,009 3,144,710

売上総利益 2,475,288 2,431,058

販売費及び一般管理費 1,852,615 1,881,214

営業利益 622,673 549,843

営業外収益

受取利息 4,061 2,186

投資有価証券運用益 11,733 －

その他 3,335 2,949

営業外収益合計 19,130 5,136

営業外費用

支払利息 8,869 8,608

支払手数料 2,051 2,301

持分法による投資損失 1,454 5,342

為替差損 501 3,895

その他 3 1

営業外費用合計 12,879 20,149

経常利益 628,924 534,830

特別損失

固定資産除売却損 － 2,299

特別損失合計 － 2,299

税金等調整前四半期純利益 628,924 532,530

法人税、住民税及び事業税 147,534 89,367

法人税等調整額 48,420 91,602

法人税等合計 195,955 180,969

四半期純利益 432,969 351,560

非支配株主に帰属する四半期純利益 385 301

親会社株主に帰属する四半期純利益 432,584 351,258
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

四半期純利益 432,969 351,560

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 19,135 △9,152

為替換算調整勘定 2,240 9,706

その他の包括利益合計 21,376 554

四半期包括利益 454,345 352,114

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 453,960 351,813

非支配株主に係る四半期包括利益 385 301
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ

て適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

（セグメント情報等）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

報告セグメント

合計

個人教育事業 法人研修事業 出版事業 人材事業

　売上高

　一時点で移転される財及び
　サービス

7,495 233,937 1,141,163 25,659 1,408,256

　一定の期間にわたり移転さ
　れる財及びサービス

2,615,460 913,691 ― 111,780 3,640,932

　顧客との契約から生じる収益 2,622,955 1,147,629 1,141,163 137,440 5,049,188

　外部顧客への売上高 2,622,955 1,147,629 1,141,163 137,440 5,049,188

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

416 ― 47 7,478 7,942

計 2,623,372 1,147,629 1,141,210 144,918 5,057,131

　セグメント利益又は損失(△) △315,445 282,165 242,457 39,091 248,269

　（注）当社は、個人教育事業及び法人研修事業の一部において、経営管理上、前受金調整前（現金ベース）の売上高

を重視しております。したがって、報告セグメントの売上高及びセグメント利益又は損失は、前受金調整前（現

金ベース）の売上高及び営業利益又は損失としております。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利 益 金 額

報告セグメント計 248,269

全社費用 △312,705

前受金調整額 687,109

四半期連結損益計算書の営業利益 622,673

（注）１．前受金調整額は、前受金調整前（現金ベース）の売上高を発生ベース（四半期連結損益計算書）の売上高

に修正するための項目であります。

２．全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

報告セグメント

合計

個人教育事業 法人研修事業 出版事業 人材事業

　売上高

　一時点で移転される財及び
　サービス

8,383 241,223 1,074,220 23,631 1,347,458

　一定の期間にわたり移転さ
　れる財及びサービス

2,323,113 955,510 ― 113,530 3,392,154

　顧客との契約から生じる収益 2,331,497 1,196,733 1,074,220 137,162 4,739,613

　外部顧客への売上高 2,331,497 1,196,733 1,074,220 137,162 4,739,613

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

523 ― 14 7,215 7,753

計 2,332,020 1,196,733 1,074,235 144,378 4,747,367

　セグメント利益又は損失(△) △539,573 316,796 238,200 32,349 47,773

　（注）当社は、個人教育事業及び法人研修事業の一部において、経営管理上、前受金調整前（現金ベース）の売上高

を重視しております。したがって、報告セグメントの売上高及びセグメント利益又は損失は、前受金調整前（現

金ベース）の売上高及び営業利益又は損失としております。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利 益 金 額

報告セグメント計 47,773

全社費用 △334,085

前受金調整額 836,155

四半期連結損益計算書の営業利益 549,843

（注）１．前受金調整額は、前受金調整前（現金ベース）の売上高を発生ベース（四半期連結損益計算書）の売上高

に修正するための項目であります。

２．全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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